
１.職務発明とは？ 
 本年７月３日、特許法の一部を改正する法律が成立しました。７月１０日の交付から１年以内に施行さ
れる予定です。今回の法改正の大きなポイントは、「職務発明の帰属について」です。 
 

 職務発明とは、従業員による会社の仕事の中で生まれた発明のことをいいます。 
 

 現行法の仕組みでは、特許を受ける権利は、発明者（従業員）に帰属し、会社が特許出願をするに 
は、従業員から特許権を譲り受ける形となっており、そのうえで、特許を受ける権利を会社等に承継 
させた場合には、その対価を請求することができる、という規定になっていました。 
 

 ただ、その仕組みには、発明者が特許権を他社にも譲渡するようなことがあると、会社が特許を利用 
できなくなってしまう、とある開発部署がチームとして発明をしても、特許を受ける権利は特定の個 
人のものとなってしまうなどの会社側の問題が指摘されていました。 

 

２.今回改正点 
 今回の改正では、会社が、職務発明規定等に基づいて職務発明について特許を受ける権利が会社に帰属
する旨の意思表示をした場合には、発明が生まれた時から、特許権は会社のものとなることになります。 
 

 一方、規則で意思表示をしていない場合には、特許を受ける権利は発明 
者のものになり、従前と同様になります。 
 

 そして、会社に帰属する場合及び従業員に帰属するが会社に承継させた 

場合に、会社から従業員へ支払われる対価については、ガイドラインで定 

めるものとし、そのガイドラインについては、改正特許法施行以降に公表 

される予定です。 

 

 

2枚目へ続きます▶▶ 
  

 晩夏の候、皆様いかがお過ごしでしょうか。 
 
 今年の夏は、日本全国で記録的な猛暑となる地域
が多く、ニュースでは熱中症の話題が多かったよう
に感じます。 
 
 まだまだ暑さが厳しいので、体調を崩されませぬ
ようお元気でお過ごしください。 
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代表弁護士の宮田卓弥です。 
 

「ニュースレター第20号」を送付させていただきます。 
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３.今回の改正のポイント 
 今回の改正のポイントはそのままですが、①職務発明による特許を受ける権利を発明時から法人帰属さ
せることができるようになったという点と、②従前より紛争となっていた従業員へのインセンティブ付与
についてガイドラインという形でルール化されるという点です。 
 

 前者に対していえば、今まで、複数社の従業員間での共同研究等で共同発明者がいる場合など、従業員
の人事異動が発生した場合など、権利の承継手続が極めて複雑になっているという問題もありましたが、
特許を受ける権利を会社に帰属させることで、スピーディーな知財戦略の実施が可能になると期待されて
います。 
 

 また、上記の問題点として述べた、発明者たる従業員が、自分の職務発明を第三者に譲渡した場合には、
二重譲渡問題が発生していましたが、今回の改正により使用者に帰属させることでこの問題を解決した形
です。 
 

４.権利の取得にかかる規定の例 
 特許庁は、改正でいう権利の取得にかかる規定として適用される例と適用されない例を例示しています。 

 
 

 
 
 
 
 
  

 今回の改正では、規定においてあらかじめ会社に特許を受ける権利を取得させることを定めなければな
らず、適用されない例はこれに該当しないという形になります。 

 文責：壹岐 晋大 

ピックアップＬＡＷ ＮＥＷＳ 

天神バスセンター 徒歩5分 
西鉄福岡駅（天神） 徒歩5分 

地下鉄七隈線 天神南駅 徒歩3分 ・ 渡辺通駅 2分 
都市高速天神北ＩＣより車で5分 

適用される例 
職務発明については、その発明が完成した時に、会社が発明者から特許を受ける権利を
取得する。※ただし、会社がその権利を取得する必要がないと認めた時は、この限りでない。 

適用されない例 

１.発明者は、職務発明を行った時は、会社にすみやかに届け出るものとする。 

２.会社が前項の職務発明にかかる権利を取得する旨を発明者に通知した時に、会社は当 
  該職務発明にかかる権利を取得する 

顧客に支持されるいい会社としてノミネートされました！ 

 今後も、より多くの交通事故被害者の方の救済に尽力して参りますので、よろしくお願
い致します。 

 日本で有数の経営コンサルティング会社である株式会社船
井総合研究所が年に1度、社会に著しい貢献が期待できる法人
を表彰する「グレートカンパニーアワード2015」にて、当事

務所が「交通事故被害者の心に寄り添い、安心できる生活ま
でサポート」するグレートカンパニーとして、およそ8,000
社の中から各業界別に選りすぐられた31社にノミネートされ
ました。 
 

 顧客に支持されるいい会社として、数ある法律事務所の中
で唯一の選出、2年連続のノミネートとなりました。 
 

 交通事故の被害者や死亡事故の遺族の方々は、当事者では
なければわからない不安や苦しみを抱えています。それは、
経済的な面だけでなく、治療や日々の生活など広範囲に及び
ます。 


